
令和４年度第１回狛江市固定資産評価審査委員会

日時 令和４年９月 16 日（金）

午前 10 時から

場所 防災センター403 会議室

１ 委員長及び職務代理者の選任について

２ 令和４年度固定資産課税台帳の縦覧結果及び令和４年度税制改正について

３ その他



縦覧

合 計

令和４年度 6 4/1 ～ 5/31

令和３年度 2 4/1 ～ 5/31

令和２年度 1 4/1 ～ 6/1

閲覧

閲 覧 者

合 計 実 人 数

令和４年度 271 125 1 4/1 ～ 5/31

令和３年度 257 128 2 4/1 ～ 5/31

令和２年度 160 88 1 4/1 ～ 6/1

審査申出

合 計

令和４年度 0 5/2 ～ 8/1

令和３年度 1 5/6 ～ 8/5

令和２年度 1 5/1 ～ 7/31

（参考）

固定資産税　縦覧・閲覧・審査申出　件数

縦 覧 件 数 縦覧者

土地 家屋 実人数

3 3 3

1 1 1

0 1 1

閲 覧 件 数

土地 家屋 償却資産

154 116 1

147 109 1

84 75 1

審 査 申 出 件 数 申出者

土地 家屋 償却資産 実人数

0 0 0 0

1 0 0 1

0 1 0 1

○令和４年度の主な傾向

土　地：負担調整措置等により税額が増加する土地については、前年度の課税標準額に据置く
　　　　特別な措置の終了に伴う増

家　屋：新築家屋の増

区 分 縦 覧 期 間

区 分

うち借
地・借
家人

（件）

閲 覧 期 間

区 分 審 査 申 出 期 間
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その他：土地に係る負担調整について商業地等（負担水準が60％未満の土地に限る。）に係る
　　　　課税標準額の上限幅を評価額の2.5％（現行５％）とする。



令和４年度主な税制改正（市税条例）

【わがまち特例関係】

〇下水道除外施設（法附則第 15 条第２項第５号）

特例率：５分の４を参酌して 10 分の７以上 10 分の９以下の範囲内において市町村の

条例で定める割合

市条例：５分の４

○貯留機能保全区域の指定を受けた土地（法附則第 15 条第 44 項）

特例率：４分の３を参酌して３分の２以上６分の５以下の範囲内において市町村の条

例で定める割合

市条例：４分の３

【その他】

〇省エネ改修工事を行った住宅に係る税額減額措置の拡充

工事費要件を50万円超から60万円超に引き上げる。

断熱改修工事のみに係る費用が60万円超、若しくは断熱改修工事に係る費用が50

万円超であり、太陽光発電装置や高効率空調機等の設置工事に係る費用と合わせて60

万円超であるものを対象とする。

○商業地等に係る課税標準額の上限幅の縮小

景気回復に万全を期すため、土地に係る負担調整措置について、激変緩和の観点か

ら、令和４年度に限り、商業地等（負担水準が60％未満の土地に限る。）に係る課税

標準額の上限幅を評価額の2.5％（現行５％）とする。

○税額が増加する土地に係る課税標準額の据置きの終了

新型コロナウイルス感染症による負担感への配慮から、令和３年度に限り、負担調

整措置等を理由として税額が増加する土地について、前年度の課税標準額に据え置く

特別な措置の措置を講じていたが、この措置は終了とする。
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